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主な産業政策に関わる中期スケジュール（2014年度～2020年度）

▼北陸新幹線金沢延伸

▼成田増枠（27万⇒30万回/年）
成田LCCターミナル供用開始

▼北海道新幹線函館延伸

▼サッカーW杯（ブラジル）

▼ソチ冬季五輪
（ロシア）

▼消費税増税
（5％⇒8％）

▼消費税増税
（8％⇒10％）

▼参議院通常選挙

▼伊勢志摩サミット

▼ブラジル夏季五輪

▼参議院通常選挙
（FY19）

▼米大統領選挙
（
ラグビーW杯
FY19）

▼サッカーW杯（ロシア）

▼東京夏季五輪

▼羽田C滑走路延伸
（3,000⇒3,360m）

▼新沖縄国際線ターミナル
沖縄LCCターミナル供用開始

▼羽田国際線増枠

▼米大統領選挙

▼首都圏機能強化①
羽田＋3.9万回
成田＋4万回

首都圏機能強化②

▼ 2019年度
沖縄第2滑走路供用開始

▼福岡東側再整備・
新ターミナル事業 ▼ 2019年度 供用開始

▼伊丹・千歳ターミナル
再編事業

▼ 2019年度 供用開始

▼航空機燃料税
減免措置 減免終了

▼地球温暖化対策税
還付措置 還付終了

▼新関空会社
運営権委託

▼仙台空港
運営権委託

減免終了・再延長
▼軽油引取税
減免措置

2017年度末
終了減免

第17期第16期 第18期～

主な産業政策に関わる中期スケジュール（2014年度〜2020年度）

　航空連合は、1999年の結成以来、より安全で利用しやすい航空運送を実現し、航空および観光を含めた航空関

連産業が健全に発展していくことを目指して、働くものの立場から、広く利用者本位の視点を持った「産業政策提

言」を策定しています。

　私たちの航空関連産業は、日本の人口減少や他の交通モードとの競争関係の変化など、様々な外部環境の変化や

世界経済を含めた景気動向に左右されやすい産業です。特に、首都圏空港の発着容量拡大に伴うLCCを含めた諸外

国の航空会社の参入加速などにより国際競争がますます激化するなか、産業基盤の強化は急務と言えます。

　また、2020年オリンピック・パラリンピック東京大会の開催が決定し、訪日外国人旅行者数の増加に向けた施

策等が急速に進められるなか、航空関連産業が担う役割は一層大きくなっていますが、確実に産業を発展、成長さ

せていくためには、政策課題を着実に、スピード感を持って実現していく必要があります。

　優れた政策も実現できなければ組合員や社会に何も還元することはできません。策定した提言内容は、限られた

関係者のみで議論するのではなく、その実現のためには広く世論を巻き込んだ取り組みが必要です。

　航空連合は、航空労働界を代表する産業別労働組合として、責任と自覚を持ち、引き続き政策内容に磨きをかけ

るとともに、「働くものの声を反映した航空行政」に転換させるべく、政策実現に向けたあらゆる活動に精力的に

取り組み、私たちの将来を自らの手で切り拓いていきたいと考えています。



政策活動の年間スケジュール（イメージ）
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6 月 5 日（金）、内閣総理大臣が主宰の観

光立国推進閣僚会議が開催され、「観光立国

実現に向けたアクション・プログラム

2015※」が決定されました。 

航空連合は、これまで観光庁に対してあ

らゆる機会を通じて意見反映を行い、この

プログラムには、航空連合の要望が以下の

とおり多く反映されました。 

航空連合の要請内容（要旨） 
アクション・プログラムの内容（要旨） 

1．全国民による日本ブランドの発信

に向けた意識改革の促進 

 国民の国際感覚の向上 

 双方向の交流人口の拡大 

◎ 国民の旅行振興に向けた意識醸成・

環境整備 

◎ インバウンド・アウトバウンド双方

向での交流促進 

2．空港における訪日外国人旅行者の

受入体制の更なる充実 

 全空港における出入国手続きの

迅速化・円滑化 

 交通機関による快適・円滑な移

動のための環境整備 

◎ 空港ゲートウェイ機能の強化、出入

国手続の迅速化・円滑化 

◎ 「地方ブロック別連絡会」を最大限

活用した、地域における受入環境整

備に係る現状・課題の把握と迅速な

課題解決 

3．閑散期における需要創出に向けた

環境整備 

 需要の集中による混雑の緩和 

 日本人の国内旅行需要の喚起 

◎ 四季折々の魅力の発信による新たな

季節需要・訪日需要の掘り起こし 

◎ 休暇取得促進を通じた旅行需要喚起 

4．空港における日本ブランドの発信 
◎ 主要国際空港におけるデジタルサイ

ネージの活用によるプロモーション 

2015.6.2
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観光庁 山口次長への要請 

（EXPRESS No．16-14 参照）

※「観光立国実現アクション・プログラム 2015」は、観光庁のホームページから閲覧できます。

http://ww
w.mlit.go

.jp/kanko
cho/topic

s02_0001
03.html

航空連合ニュース http://www.jfaiu.gr.jp
GO!
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【JFAIU】すでに役割を終えたと言える航空機燃料税について、空港経営改革の進捗等にあわせて段階的な見直しを行い、最終的には廃止すべきだと考えている。現在、航空機燃料税の軽減措置が平成26年度以降3年間延長されているが、航空機燃料税の中期的な方向性を考える上では、「国内航空ネットワークの回復による利用者利便の向上」に加えてどのような課題や論点があると考えているか、航空局での議論状況や課題認識をうかがいたい。【航空局】平成26年度から3年間の軽減措置の再延長が認められた際、航空ネットワークを充実させるという目的があり、今後も同様な論点になると考えている。また、航空機燃料税が国内線のみを対象としていることで、結果、本邦航空会社だけに課されていることから、航空会社からは、国際競争力向上とイコールフッティングの観点で指摘も受けている。また、歳入と歳出の両面で引き続き考えていく必要がある。航空機燃料税は600億円という大きな歳入・歳出であり、単純に低減させればよいという話ではない。今後の空港の老朽化や耐震対策等を進めなければならないという課題もある。航空機の運航に影響を与えることがないよう、空港の維持も行わなければならない。以上を踏まえ、平成29年度以降のあり方については、十分に議論、検討が必要である。

【JFAIU】空港整備が概成し、空港政策が「整備」から「運用」にシフトしている現状においては、空港整備勘定に全ての歳入を一旦集め、管理するプール制といった内部補助の枠組みを見直し、歳入と歳出の関係を透明化する必要がある。当局としてプール制の仕組みに関する認識をうかがいたい。【航空局】空港整備勘定はもともと羽田空港の沖合展開事業に伴う巨額の借入金を受益者負担の考えでしっかりと償還していく必要があるという認識に基づき、特別会計の枠組みを残した経緯がある。一方、現在は空港経営改革を進めている状況であり、過去の経緯と現在の進捗状況を見ながら空港整備勘定の今後のあり方を考えていく必要がある。【JFAIU】福岡空港の滑走路増設については、福岡空港の公共施設等運営権制度（以下コンセッション）の活用による民間への運営権売却額で増設費用の財源をまかなうという方針が示さ

れているが、今後、どのようなスケジュールでコンセッションと工事が進められていくのか。【航空局】2014年11月に福岡県・市から意見書を受領した。その中では、今後の滑走路増設等の着工に影響を与えない適切な時期にコンセッションを行うよう要望を受けている。具体的な時期は未定だが、地元とも密に調整を行い、実情を踏まえながら決定していくこととなる。平成27年度予算に調査・設計費が計上されたが、順調に着工、進捗した場合は平成36年からの供用開始となる。平成25年度の発着回数16.7万回に対して、ピーク時間帯は遅延が発生するなど、地元からは処理能力の向上が強く求められており、滑走路増設によって18.8万回まで向上し、更に航空機の滑走路進入方法の見直しにより、最大21.1万回まで処理能力が向上すると考えている。

【JFAIU】羽田空港の国際線発着枠について、技術的な課題も踏まえ、さらに拡大してくことを考えると、国内線枠を国際線枠に振り替えることや、羽田空港発着の国内線を成田空港へ移管することなども考えられるが、検討状況や課題認識をうかがいたい。
【航空局】有識者からも同じ課題を指摘されている。ただし、国内線枠を回収するとなると、各地方空港と羽田空港を結ぶ路線が無くなる恐れがある。また、成田空港へ移管することには地元の理解が必要になる。一方、仮に回収したとしても、本邦航空会社が使用できる枠は半分であり、各航空会社の理解も必要になる。

【JFAIU】仙台空港のコンセッションにおける成功事例を分かりやすく展開していくことが、空港経営改革の推進において重要であると考えているが、現時点で仙台空港の事例をどのように展開しようと考えているか。【航空局】仙台空港は国内で初めてコンセッションによる空港運営権の民間委託を実施するため、必ず成功させるべく、現在関係者一丸となって取り組んでいる。前例のない手続きであり、手探りで進めているところはあるが、これまでの取り組みの中で少しずつ知見やノウハウを積み重ねてきており、次に続く空港経営改革の検討に活かしたい。具体的には、優先交渉権者選定後、実際に運営するまでの間のマスタープランをホームページ上で公表していくことなどを考えている。前例がないため、全国からは民間委託による具体的なメリットが見えづらいという声が寄せられている。今後30年で空港をどのように変えていくのか、という絵姿を世の中に示していくことが、成功事例として全国に伝わるのではないかと考えている。事例を水平展開していきたい。

【JFAIU】民間委託に関する仙台空港以外の他空港の調整、検討状況についてうかがいたい。【航空局】国管理空港である高松空港や広島空港などは、かねてから関心を持っていただいている。地方管理空港では静岡空港や富山空港も検討していると聞いている。官民連携事業として経営効率化に
ついて検
討している
自治体も
あると認識
している。

【JFAIU】2014年7月から導入された航空安全情報自発報告制度（VOICES）の運用状況を確認したい。現時点での報告件数や分析状況についてうかがいたい。【航空局】個別の安全に関する報告については把握していないが、数十件程度の報告があったと聞いている。分析は委託している航空輸送技術研究センター（ATEC）にお願いしているが、分析の状況としては航空関係の有識者による分析委員会が既に数回開催されている。分析の結果については2014年12月にホームページで公表している。

【JFAIU】日中間の航空路混雑について業界全体として大きな課題認識を持っている。最近では北京線だけではなく、上海線も恒常的な遅延が生じているとの職場の声も多く寄せられている。当局で把握している現状と課題認識をうかがいたい。

【航空局】ご指摘のとおり、日中間の混雑については、ここ数年改善が図られておらず、最近は上海線でも遅延が増えていると認識している。北京線については、現在も様々な理由で中国および韓国側から交通量制御が発せられている。一方で今年度に日・中・韓3か国の交通量管理に関する調整会議が発足し、第1回目は2014年8月に北京で開催された。その後は2014年10月に小委員会が開催され、第2回目は2015年3月に予定されている。中国・韓国の交通量制御の理由がこれまで不明であったが、今後は航空会社に対しても情報提供ができるのではないかと期待している。今後は、議論状況の見える化だけではなく、3か国が連携しながら、交通量制御に対して妥当性ある解決策を実行し、遅延の極小化に向けて引き続き調整を進めていきたい。

【JFAIU】利用者等からの問い合わせに対して、危険物の可否を判断できる専門機関を設置すべきとの声が職場から寄せられている。昨年の協議では「利用者からの問い合わせに対する回答例のデータベース化等」を検討しているとの説明があったが、その後の検討状況をうかがいたい。【航空局】利用者等からの電話やメールでの問い合わせ内容とその回答を逐一データ入力するとともに、現在、定期航空協会の傘
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航空連合

国土交通省航空局と政策協議を実施しました2月3～4日に国土交通省航空局と実務者レベルの政策協議を実施し、航空連合「2014-2015産業

政策提言」の実現に向けた意見反映を行いました。主な協議内容は以下の通りです。

国際競争における公平な競争環境の整備（航空機燃料税）

1 航空行政・空港整備と財源

2 空港運営のあり方

1

航空安全

3 航空安全・保安
1

日中間路線の航空路混雑の改善に向けて
2

機内持込み手荷物
3

首都圏空港の機能強化（発着容量の拡大）
3

空港整備財源と空港整備のあり方
2

！

政府予算案決定
税制改正大綱


